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日野町の財政分析について－平成２７年度決算から

平成２８年１０月６日

日野町副町長 山口秀樹

○平成２７年度決算では実質公債費比率が当面の目標だった１８％を下回り、一般会計の地方債残

高は２０億円を下回り、積立金は１７億円とするなど日野町の財政は健全化に向かっている。

○日野町の財政は税収に乏しく交付税に大きく依存するなど脆弱な財政構造にあり、今後も厳し

い財政運営を迫られる。鳥取県西部地震の財政再建という貴重な経験を引き継ぎ、町民と情報

を共有し、堅実な財政運営を心掛けることが肝要。

○一方で、人口減が続いており、これを緩やかにすることが急務。健全化に向かう財政を土台に、

地域を活性化する施策が今こそ求められる。

１ 財政構造

○財政の規模

・平成２７年度の歳出総額は、３，３６２，１２０千円で前年度２，９８６，４３８千円より３７５，６８２千円の

増。主な事業は、三町衛生施設組合の汚泥処理施設 86 、地方創生交付金事業 46 、定住住宅 72百

万円など。

・日野町では近年は２９億円から３１億円で推移しており、財政再建・健全化のため抑えた予算編成が

続いてきたが、２７年度は積極財政に転じた。

○町税

・平成２７年度の町税３６１，５１５千円（歳入の１０．３％）は、前年度より１２，４０６千円の減。２１年度３９

９，８１６千円以降、毎年度減少が続いている。

・人口減により住民税の減少は今後も続く見込み。固定資産税は資産価値の下落が続いている。有

力な事業所も少なく、町税収入は増える要素は見当たらない。

○国・県支出金

・国・県支出金４５２，０２５千円、地方債２５５，５００千円は県内市町村中１８位である。

○地方交付税

・平成２７度は１，９８７，７２７千円（歳入の５６．４％）で、前年度より５１，９５６千円の増。普通交付税は

２２年度１，８２６，９２３千円から毎年減少が続いていたが２７年度は人口減特別対策事業などで対前

年増となった。また、赤字地方債である臨時財政対策債を借りることなく乗り切った。

・歳入の構成比は交付税依存度が高く県内町村でも最大で日野町の歳入構造は非常に脆弱といえ

る。国は交付税特会で大きな借金（累積で３０兆円超）をしながら交付税を配分しており、いつまでも地

方を支えることはできない。来年度は交付税が減り臨財債を増やすことが報じられており、財政運営に

不安が伴う。

２ 財政の健全性

○経常収支比率

・財政の弾力性を示す指標とされる。９１．０％で２６年度に比べ２．３ポイント増加している。内訳をみる

と繰出金と補助費、公債費が県内町村平均を上回っており、公営事業会計の償還金、運営費と、西部

広域管理組合等への負担が重荷となっている。

・２７年度は県貸付金の繰上げ償還のほか、臨時財政対策債の借り入れしなかったことが結果として数

値上影響したものである。
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○積立金

・１，７５６，３４５千円で前年度１，６１６，３８５千円に比べ１３９，９６０千円の増加。県内町村では１３位

（江府 1,210 日吉津 849 百万円）。人口一人当たりで比較すれば５１４千円で県内町村では３位。合併

町村は特例債で基金を積んでいることに鑑みれば単独町村では高い水準といえる。

・１７年度が１８６，０１９千円。人口一人当たり４４千円でともに県内町村最下位だったが、２０年度から

積み立てを始め、２３年度からは１０億円を超える額を積み立てた。１７年度１８６，０１９千円から１０年

間で約１５億円を積み立てたことになる。

・財政健全化努力の成果であり、少々の災害や多少の経済変動、年度間の財源のアンバランスを調

整することが可能になる。

○地方債残高

・１，９８１，５１６千円で前年度２，２３９，３９５千円に比べ２５７，８７９千円の減少。県内町村では最も少

ない。（人口一人当たり５８０千円で県内町村３番目に少ない）。

・１７年度は５，７５０，３９７千円で日吉津、若桜に次いで３番目に少ないが、２６年度の２．９倍の借金を

抱えていた。（人口一人当たり１，３６３千円で県内町村３番目に多い）。

・借金を１７年度から１０年間で３７．７億円減少させている。この間、投資事業を厳選して抑え財政健

全化に努めてきたことによる。

○実質公債費比率

・２７年度決算で、１７．７％。県内最下位ではあるが、起債の償還を計画通り進め、徐々に下降してい

る。２６年度、２７年度と県貸付金３億円余を繰り上げ償還した結果、当初の財政計画を３年前倒しで起

債の県知事許可が必要で当面の目標であった１８％を下回った。

・鳥取県西部地震後多額の公債残高を抱えるなど財政運営にも支障があったが、２７年度決算で財政

再建の数値目標である１８％を下回り当面の危機は脱したといえる。

３ 特別会計（公共下水、農業集落排水、簡易水道）

・下水、農集、簡水会計の地方債残高は、２７年度１，３４９，４４１千円（一人当たり３９５千円）で、一般

会計に迫る残高。下水、農集、簡水会計への繰出金合計は、２７年度１４２，９５８千円で、当面この水

準が続く見込み。

・現在は一時期の償還のピークを過ぎたが、今後、長寿命化計画等により継続的な設備更新、修繕工

事が必要になる。各会計の収支差は一般会計が負担しており、これら特別会計については一般会計

同様に、借金、運営費等を厳しくチェックすることが必要。

４ 今後の財政運営

・地方交付税への依存度が６割弱と非常に高く、国の財政政策に大きく影響される

→ できるだけ自立した行財政運営を、計画的に有利な起債、基金の積増し、基金の運用も大事

・借金はすぐには減らせない

→ 可能な繰り上げ償還、新規の事業を厳選し新たな負担を抑制するしかない

・簡水、公共、農集など特別会計の負担が大きい

→ より効率的な経営が不可欠。事業統合、事業平準化、料金見直し、民営化も今後検討

・行財政情報の積極的公開と住民参画

→ 町民に町政に関心を持って監視してもらう。分かりやすい資料で情報提供、説明を行う


